
標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

国保財政の安定化のために、収納率の向上を図る必要が 標 予　定指標値
あります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

必要なシステムの改修などを随時行い、国保財政の安定化を目的に正確かつ適正な賦課事務に努めてまいり

ます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9752

特別会計

事務事業名 賦課徴収事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 国保年金係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険法　地方税法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和25年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市の国民健康保険被保険者 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 9,174 9,278 13,676

人件費 18,488 22,530 22,530

目　的 総事業費 27,662 31,808 36,206

国民健康保険税の適正な賦課と徴収を図ります。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

大和市の被保険者に対し、国民健康保険事業に要する費 その他 0

用に充てるため、所得状況に応じた課税を行い、納税通 一般財源 13,676

知書を送付します。 合　計 13,676

３.活動内容

名称 賦課件数 単位 件
活

内容説明 賦課件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 38,538 37,494 35,989指標値
1

実　績 37,932 36,948 －－－成　果（効果･予測）

いろいろな納付方法を提案し効果的に利用することで、 名称 単位
国民健康保険税の収納率向上が図られます。 活

内容説明国民健康保険税納付促進の一助となります。 動

国民皆保険の存続に貢献します。 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指



度 4年度 5年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
国民健康保険制度の維持のため、国民健康保険税の適正な賦課と徴収を図ります。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

3年度 4年度 5年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 収納率向上に向けた更なる改善と取り組みが必要です。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

3年度 4年度 5年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
事業費、人件費ともに、適正な水準で事業を実施しています。

Ｂ Ｂ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

3年度 4年度 5年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
被保険者の公平性維持のため、国民健康保険税の適正な賦課と徴収を行います。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

3年度 4年度 5年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
ホームページや広報の特集など情報提供に努めています。

Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

3年



まえ、補助金の見直し等を検 標 予　定指標値
討していく必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

国保組合の決算状況や他市町村の状況等を踏まえ、補助の継続について検討します。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9104

一般会計

事務事業名 国保組合支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 国保年金係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成11年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

交付先：神奈川県建設連合国保組合、神奈川県建設業国 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
保組合 事業費 175 170 172

人件費 372 376 376

目　的 総事業費 547 546 548

国保組合の健全運営を支援します。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

本市に住所を有する組合員を含む国保組合（２組合）に その他 0

対し、同組合が行う健康保険事業に要する費用の一部を 一般財源 172

補助します。 合　計 172

３.活動内容

名称 補助金（２組合） 単位 円
活

内容説明 １人１５０円×組合員数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 179,000 174,000 172,000指標値
1

実　績 174,750 170,000 －－－成　果（効果･予測）

同組合の健全経営に寄与することにより、本市に住所を 名称 単位
有し同組合に加入している者の健康の保持増進が図られ 活

内容説明ます。 動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

他市町村の補助の状況も踏



す。 活
内容説明 法定免除・申請免除･学生納付特例の申請受付・送達件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 2,703 2,570 2,603指標値
2

実　績 3,024 2,711 －－－

名称 公的年金制度に関するPR 単位 回
活

内容説明 公的年金制度の詳しい情報を市民に提供動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

公的年金制度の複雑化に伴い、より専門的な対応が求め 標 予　定 1 1 1指標値
られるとともに、制度の周知徹底を図る必要があります 3

実　績 1 1 －－－。

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

関係法令に従い、現状を維持していきます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9105

一般会計

事務事業名 国民年金事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 国保年金係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民年金法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和36年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市の国民年金加入者及び加入対象者 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 6,786 6,724 7,381

人件費 24,966 25,159 27,920

目　的 総事業費 31,752 31,883 35,301

国民年金に関する事務の円滑な履行及び公的年金制度の 6年度事業費（予算額）財源内訳
普及啓発を行います。 国支出金 7,381

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

①法律等に基づき、対象者の資格異動や免除等に関する その他 0

事務を行います。 一般財源 0

②法律等に基づき、各種年金の給付に関する事務を行い 合　計 7,381

ます。 ３.活動内容
③公的年金制度に関する普及啓発及び年金相談業務を行 名称 国民年金被保険者資格異動届受付件数 単位 件
います。 活

内容説明 窓口で受付ける資格の取得･喪失等の受付件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 4,843 4,945 4,993指標値
1

実　績 5,253 5,183 －－－成　果（効果･予測）

対象者が、老後等を迎えた際に、生涯を通じた保障を実 名称 免除申請手続きの受付・送達件数 単位 件
現しま



－－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

年度途中より一部の申請についてオンラインサービスを導入し、手続きにおける利便性の向上及び窓口の混

雑緩和に努めていますが、業務内容が多岐に渡り繁忙期も異なるため、時期ごとの体制を見直すなど、効果

的な事務の流れ、制度改正等、内因・外因を踏まえ、窓口業務体制について今後も継続して検討していく必
今後の方針等

要があります。また、マイナンバーカードと健康保険証の一体化など国民健康保険分野における改革が予定

されており、より効率的な窓口業務や事務処理改善の実現を目指します。

令和５年度　事務事業評価表
9747

特別会計

事務事業名 被保険者資格管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 国保年金係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和34年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市の国民健康保険被保険者 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 22,716 22,026 31,120

人件費 17,500 21,028 25,534

目　的 総事業費 40,216 43,054 56,654

被保険者の資格の適正化を図ります。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 1,983

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

被保険者の資格の取得・喪失等を行い、保険証の交付・ その他 0

回収を行います。 一般財源 29,137
合　計 31,120

３.活動内容

名称 取扱い件数 単位 件
活

内容説明 国保資格の取得･喪失手続き件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 25,000 24,000 24,000指標値
1

実　績 25,192 24,132 －－－成　果（効果･予測）

適正な資格管理により、国保財政の健全性が保てます。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

窓口の混雑緩和・待ち時間対策が課題です。 標 予　定指標値
3

実　績



できます。 標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

国保連合会の運営に協力すると同時に、積極的に意見を 標 予　定指標値
申し述べていく必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

今後も国保連のシステムを活用することで事務の効率化を図ってまいります。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9751

特別会計

事務事業名 国民健康保険団体連合会負担事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和25年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

神奈川県国民健康保険団体連合会 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 3,266 3,033 3,070

人件費 1,117 1,127 751

目　的 総事業費 4,383 4,160 3,821

国民健康保険団体連合会に対して負担金を支出します。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 198

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

大和市（保険者）と医療機関の橋渡し役である国民健康 その他 0

保険団体連合会に対して保険者規模に応じた運営経費を 一般財源 2,872

支払います。 合　計 3,070

３.活動内容

名称 負担金額 単位 千円
活

内容説明 国保連合会の運営経費として支払う負担金の額動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 3,190 3,117 3,070指標値
1

実　績 3,266 3,032 －－－成　果（効果･予測）

国保事業の基盤の安定につながります。 名称 単位
国保連合会に保険者事務を委託することで本市の事務の 活

内容説明軽減に繋がります。 動

国県等補助金申請に必要な基礎データの提供を受けるこ 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

とが



財政安定化のために収納率の向上を図る必要があり 標 予　定指標値
ます。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

社会情勢を注視しつつ、継続して多角的な努力をしていきます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9753

特別会計

事務事業名 収納率向上対策事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 国保年金係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険税　地方税法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和59年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市の国民健康保険被保険者 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 32 53 84

人件費 5,585 8,261 8,261

目　的 総事業費 5,617 8,314 8,345

国民健康保険税の収納率の向上を図ります。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

保険税滞納者に納付相談通知書等を送付し納付の督励を その他 0

行います。 一般財源 84

社会保険等との重複加入を防ぐために調査を行います。 合　計 84

３.活動内容

名称 収納率 単位 ％
活

内容説明 国民健康保険税収納率動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 88 88 89指標値
1

実　績 89.66 90.32 －－－成　果（効果･予測）

国民健康保険税の収納率の向上が図られます。 名称 制度認識の向上 単位 ％
国民健康保険制度の安定運営から、国民皆保険の存続に 活

内容説明 納税意識の向上を目指すPR等繋がります。 動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 1 1 1指標値
2

実　績 1 1 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

国保



5年度 (当該年度) 6年度

特段課題はありません。 標 予　定指標値
3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

必要に応じ、国保運営方針等について協議を図ります。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9754

特別会計

事務事業名 事業運営適正化事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和38年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市国民健康保険運営協議会 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 224 286 475

人件費 1,117 1,127 751

目　的 総事業費 1,341 1,413 1,226

国民健康保険事業の適正な運営を図ります。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

運営協議会は、被保険者・保険医・公益（議員等）・被 その他 0

用者保険等保険者代表で構成され、市長の諮問機関とし 一般財源 475

て、国保事業運営に関する重要事項を審議します。 合　計 475

３.活動内容

名称 開催回数 単位 回
活

内容説明 国保運営協議会の開催回数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 2 3 2指標値
1

実　績 1 3 －－－成　果（効果･予測）

国民健康保険事業の適正な運営を図ります。 名称 単位
医療を提供する側、医療を受ける側、中立に位置する側 活

内容説明の意見交換を行うことにより、健全な国民健康保険事業 動

の運営に繋げることができます。 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度



年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

国民健康保険制度が分かりやすく正確に伝わるよう、継続して窓口配布用のＰＲ紙の作成を行います。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9755

特別会計

事務事業名 国民健康保険制度ＰＲ事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和25年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市国民健康保険被保険者 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 405 451 642

人件費 1,117 1,127 1,127

目　的 総事業費 1,522 1,578 1,769

国民健康保険制度の周知と理解を図ります。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 257

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

新規加入者へのＰＲ冊子を作成します。 その他 0

一般財源 385
合　計 642

３.活動内容

名称 制度の周知 単位 世帯
活

内容説明 国民健康保険加入対象世帯にPRを行ないます。動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 5,000 5,000 5,000指標値
1

実　績 5,000 5,200 －－－成　果（効果･予測）

国民健康保険制度の周知を行うことで、国保加入者の理 名称 単位
解を深めることができます。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

国保制度について、理解をさらに深めていただく手法の 標 予　定指標値
模索を続けます。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4



に応じた事業内容を検討する必 標 予　定指標値
要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

健康に対する関心を高めてもらえるよう、円滑な事業運営に努めてまいります。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9773

特別会計

事務事業名 保健衛生普及事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 一人ひとりが健康づくりに取り組み元気で暮らしている

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和33年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市の国民健康保険被保険者 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 5,948 5,789 7,922

人件費 1,117 1,127 1,127

目　的 総事業費 7,065 6,916 9,049

被保険者の健康に対する意識の向上を図ります。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 810

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

医療費通知を送付します。 その他 0

後発医薬品希望カードを配布します。 一般財源 7,112
合　計 7,922

３.活動内容

名称 医療費通知書送付数 単位 通
活

内容説明 予定送付数に対する実送付数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 70,000 64,000 60,000指標値
1

実　績 52,449 50,904 －－－成　果（効果･予測）

被保険者の健康に対する意識の向上に繋がります。 名称 ジェネリック医薬品使用割合 単位 ％
活

内容説明 県が定めるジェネリック医薬品使用割合目標値動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 80 80 81指標値
2

実　績 81.2 82.9 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

被保険者の健康意識向上



名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

助成対象要件を検討し、被保険者の受診機会の拡大を図ります。周知・ＰＲの方法についても引き続き検討

します。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9774

特別会計

事務事業名 人間ドック助成事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 心身の健康を維持・増進するための体制が整っている

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和61年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市の国民健康保険被保険者（１年以上加入者）のう 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
ち、市税等に滞納がない者 事業費 2,560 2,359 3,313

人件費 745 751 751

目　的 総事業費 3,305 3,110 4,064

被保険者の健康の増進を図ります。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

市内４ヶ所の医療機関と提携し、人間ドック検査料の半 その他 0

分相当を助成します。 一般財源 3,313
合　計 3,313

３.活動内容

名称 受診件数 単位 人
活

内容説明 受診予定数に対する受診者数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 155 125 130指標値
1

実　績 100 91 －－－成　果（効果･予測）

受診者の疾病の早期発見・早期治療により医療費の抑制 名称 単位
効果がもたらされます。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

検査機器等の発展に伴い委託医療機関で行う検査方法の 標 予　定指標値
変化等による対応が必要となります。 3

実　績 －－－



－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

残高がある場合は運用し利子を積み立てます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9775

特別会計

事務事業名 診療報酬等支払準備基金管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険法施行令

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

診療報酬等支払準備基金 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 8 6 1

人件費 149 150 150

目　的 総事業費 157 156 151

国民健康保険事業の健全な運営を図るための財源となる 6年度事業費（予算額）財源内訳
基金を適正に管理します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

診療報酬等支払準備基金の運用収益を積み立てます。 その他 1

一般財源 0
合　計 1

３.活動内容

名称 積立金額 単位 千円
活

内容説明 予定額に対して実際に積み立てた金額動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 28 30 1指標値
1

実　績 8 5 －－－成　果（効果･予測）

効率的な基金運用により、急激な医療費の増加等に対応 名称 単位
できるため国保財政の安定的運営を可能にします。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

特段課題はありません。 標 予　定指標値
3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －



6年度

特段課題はありません。 標 予　定指標値
3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

社会状況を見据えながら円滑な事業運営を行います。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9873

特別会計

事務事業名 出産育児一時金支給事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 一人ひとりが健康づくりに取り組み元気で暮らしている

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成元年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

妊娠８５日以上で出産をした大和市の国民健康保険被保 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
険者のいる世帯の世帯主 事業費 64,229 69,354 81,535

人件費 1,117 1,127 1,127

目　的 総事業費 65,346 70,481 82,662

出産にかかる費用の一部を負担することで、経済的負担 6年度事業費（予算額）財源内訳
を減らし、出産しやすい環境をつくります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

出産･死産･人工流産等の別なく、また妊娠の原因の如何 その他 0

を問わず、出産にかかる費用の一部を申請に基づき支給 一般財源 81,535

します。 合　計 81,535

３.活動内容

名称 出産件数 単位 件
活

内容説明 出産育児一時金対象の出産件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 192 175 163指標値
1

実　績 153 140 －－－成　果（効果･予測）

被保険者の経済的負担が減り、出産しやすい環境が作ら 名称 単位
れます。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度)



値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

国民健康保険法をはじめとする法令に基づく事業です。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9939

特別会計

事務事業名 葬祭費支給事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 一人ひとりが健康づくりに取り組み元気で暮らしている

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和25年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市の国民健康保険被保険者の死亡による葬儀の喪主 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 16,750 14,100 14,000

人件費 1,043 1,051 1,127

目　的 総事業費 17,793 15,151 15,127

死亡した被保険者の葬祭を行う者に対し、葬祭費として 6年度事業費（予算額）財源内訳
支給します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

被保険者の葬儀の補助として、５万円を葬儀の喪主に支 その他 0

給します。 一般財源 14,000
合　計 14,000

３.活動内容

名称 葬祭費支給件数 単位 件
活

内容説明 葬祭費支給対象件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 342 366 280指標値
1

実　績 335 282 －－－成　果（効果･予測）

被保険者（または家族等）の急な出費が一部軽減されま 名称 単位
す。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

特にありません。 標 予　定指標値
3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標



4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 29,163 31,213 29,409指標値
2

実　績 30,008 28,548 －－－

名称 移送件数 単位 件
活

内容説明 医師の指示により移送した件数動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

増大する給付関連事務の合理化を推進し、正確且つ迅速 標 予　定 2 4 2指標値
な対応を目指します。 3

実　績 3 1 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

令和５年度も円滑に保険給付業務を遂行しました。今後も事業を円滑に運営すべく努めて参ります。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
16992

特別会計

事務事業名 保険給付事業（国保）

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市の国民健康保険被保険者及び保険医療機関 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 14,110,004 13,851,470 13,969,320

人件費 39,097 43,934 44,309

目　的 総事業費 14,149,101 13,895,404 14,013,629

医療機関受診等により要した医療費のうち保険診療分に 6年度事業費（予算額）財源内訳
かかる個人負担分以外の費用を支給します。 国支出金 0

県支出金 13,968,374

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

国保連合会を経由して医療機関へ診療報酬の支払いなど その他 10

を行います。 一般財源 936
合　計 13,969,320

３.活動内容

名称 レセプト支払件数 単位 件
活

内容説明 支払いを要するレセプトの件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 867,944 833,250 759,419指標値
1

実　績 778,956 761,512 －－－成　果（効果･予測）

医療費の支払いが円滑に行われます。 名称 高額療養費支給件数 単位 件
活

内容説明 自己負担額を超えた分の高額療養費支給件数動

指



ることで、後期高齢者医 名称 単位
療制度の安定的な運営が図られます。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

医療保険制度の見直しによる国県の動向に注視し、迅速 標 予　定指標値
な制度変更対応が必要となります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

高齢者の医療の確保に関する法律等の関係法令に基づき事業を継続します。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
18753

特別会計

事務事業名 後期高齢者医療制度運営管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 高齢者保険係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

高齢者の医療の確保に関する法律

根拠法令 名　称 神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成20年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

神奈川県後期高齢者広域連合及び神奈川県後期高齢者広 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
域連合被保険者 事業費 5,605 6,621 9,785

人件費 16,396 16,037 16,898

目　的 総事業費 22,001 22,658 26,683

後期高齢者医療の事務を適正に行います。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

大和市に居住する被保険者の資格情報等を適切に管理す その他 0

るとともに、保険者である神奈川県後期高齢者広域連合 一般財源 9,785

に代わり、身近な窓口として被保険者の対応を行い、制 合　計 9,785

度の円滑な運営をサポートします。 ３.活動内容

名称 被保険者数 単位 人
活

内容説明 後期高齢者医療制度被保険者数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 31,341 32,458 33,444指標値
1

実　績 30,475 31,759 －－－成　果（効果･予測）

被保険者の適正な資格管理をす



－－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

高齢者に配慮した広報が求められます。 標 予　定指標値
3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

引き続き、納付書払いから口座振替への切替を推奨するとともに、納付書や広報等において支払方法の周知

を図ります。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
18851

特別会計

事務事業名 後期高齢者医療保険料徴収事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 高齢者保険係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

高齢者の医療の確保に関する法律

根拠法令 名　称 神奈川県後期高齢者広域連合後期高齢者医療に関する条例

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成20年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

神奈川県後期高齢者広域連合及び神奈川県後期高齢者広 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
域連合被保険者 事業費 6,874 7,457 10,062

人件費 14,894 10,514 16,898

目　的 総事業費 21,768 17,971 26,960

後期高齢者医療保険料の適正な徴収を行います。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

被保険者から保険料を徴収します。 その他 0

保険料を適切に管理し、神奈川県後期高齢者広域連合に 一般財源 10,062

納入します。 合　計 10,062

３.活動内容

名称 収納率 単位 ％
活

内容説明 後期高齢者医療保険料収納率（現年度普通徴収分）動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 98.9 98.97 99.1指標値
1

実　績 98.9 99 －－－成　果（効果･予測）

後期高齢者医療制度の健全な運営が図られます。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績



明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

特段課題はありません。 標 予　定指標値
3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

関係法令等に基づく事業であるため現状のまま継続していきます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
18866

特別会計

事務事業名 後期高齢者医療広域連合納付金事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 高齢者保険係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

高齢者の医療の確保に関する法律

根拠法令 名　称 神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成20年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

神奈川県後期高齢者広域連合 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 3,177,141 3,264,868 3,878,650

人件費 1,862 1,878 1,878

目　的 総事業費 3,179,003 3,266,746 3,880,528

神奈川県後期高齢者医療広域連合に対して保険料等を納 6年度事業費（予算額）財源内訳
付します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

後期高齢者医療広域連合に対し、その運営にかかる費用 その他 0

の大和市が分担する部分を負担します。 一般財源 3,878,650
合　計 3,878,650

３.活動内容

名称 負担金額 単位 千円
活

内容説明 後期高齢者医療保険料等負担金額動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 3,362,405 3,413,602 3,878,650指標値
1

実　績 3,177,141 3,264,868 －－－成　果（効果･予測）

後期高齢者医療制度の安定的な運営を図ります。 名称 単位
活

内容説



内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

特段課題はありません。 標 予　定指標値
3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

高齢者の医療の確保に関する法律等の関係法令に基づき事業を継続していきます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
19093

一般会計

事務事業名 後期高齢者医療広域連合負担金事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 高齢者保険係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

高齢者の医療の確保に関する法律

根拠法令 名　称 神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成20年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

神奈川県後期高齢者医療広域連合 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 1,847,400 1,965,893 2,138,394

人件費 1,862 1,878 1,878

目　的 総事業費 1,849,262 1,967,771 2,140,272

神奈川県後期高齢者医療広域連合に対して負担金を支出 6年度事業費（予算額）財源内訳
します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

後期高齢者医療広域連合に対し、その運営経費として、 その他 0

事務費及び療養給付費の市町村負担分の大和市が分担す 一般財源 2,138,394

る部分を負担します。 合　計 2,138,394

３.活動内容

名称 被保険者数 単位 人
活

内容説明 後期高齢者医療制度被保険者数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 31,341 32,458 33,444指標値
1

実　績 30,475 31,759 －－－成　果（効果･予測）

後期高齢者医療制度の安定的な運営が図られます。 名称 単位
活



ありません。 標 予　定指標値
3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

関係法令等に基づき事務を進めていきます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
22436

特別会計

事務事業名 後期高齢者医療保険料還付金

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 高齢者保険係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

高齢者の医療の確保に関する法律

根拠法令 名　称 神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成21年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

後期高齢者医療被保険者 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 1,898 2,956 3,225

人件費 5,213 5,257 7,510

目　的 総事業費 7,111 8,213 10,735

後期高齢者医療保険料の過誤納金を還付します。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

前年度中の保険料が減額変更となった人へ納付済み保険 その他 0

料を還付し、保険料の適正管理を行います。 一般財源 3,225
合　計 3,225

３.活動内容

名称 還付金 単位 千円
活

内容説明 保険料の還付金動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 3,269 3,001 3,225指標値
1

実　績 1,898 2,956 －－－成　果（効果･予測）

被保険者の後期高齢者の保険料の適正な管理が図られま 名称 単位
す。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

特段課題は



特段課題はありません。 標 予　定指標値
3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

関係法令に基づき事業を進めていきます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
22440

特別会計

事務事業名 後期高齢者医療保険料還付加算金

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 高齢者保険係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

後期高齢者の医療の確保に関する法律

根拠法令 名　称 神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成21年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

後期高齢者医療被保険者 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 0 15 120

人件費 1,117 1,127 1,127

目　的 総事業費 1,117 1,142 1,247

後期高齢者医療保険料の還付加算金を支出します。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

納付済み保険料を還付する際、一定期間以上遡及する場 その他 0

合、規定により利子相当分を加算します。 一般財源 120
合　計 120

３.活動内容

名称 還付加算金額 単位 円
活

内容説明 後期高齢者医療保険料還付加算金額動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 120,000 120,000 120,000指標値
1

実　績 0 14,900 －－－成　果（効果･予測）

還付する保険料に適正な還付加算金を被保険者に支払い 名称 単位
ます。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度



年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

制度の周知が課題です。 標 予　定指標値
3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

被保険者数はやや減少傾向であるものの、高額療養費等は横ばいの傾向にあるため、現状のまま継続します

。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
22616

特別会計

事務事業名 一般被保険者高額介護合算療養費支給事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険法

根拠法令 名　称 介護保険法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成20年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

医療および介護の両制度ともに自己負担額を有する大和 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
市の国民健康保険世帯 事業費 3,314 3,366 5,852

人件費 149 150 150

目　的 総事業費 3,463 3,516 6,002

被保険者の過重な自己負担の軽減を図ります。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 5,852

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

被保険者の支払った医療費および介護サービス費が一定 その他 0

限度額を超えていた場合、被保険者からこの申請を受け 一般財源 0

、この超えた金額を、医療と介護の世帯負担合計額にお 合　計 5,852

いて医療の占める割合で按分した額を支給します。 ３.活動内容

名称 高額介護合算療養費支給件数 単位 件
活

内容説明 医療費と介護サービス費の１年間の限度額を超えた件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 113 118 99指標値
1

実　績 73 71 －－－成　果（効果･予測）

被保険者の医療費の経済的負担を軽減します。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該



指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

特段課題はありません（令和５年度末で、経過措置を含 標 予　定指標値
め、退職者医療制度は終了となりました）。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅲ：廃止または終了

令和５年度末で、経過措置を含め、退職者医療制度は終了となりました。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
22618

特別会計

事務事業名 退職被保険者等高額介護合算療養費支給事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険法

根拠法令 名　称 介護保険法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成20年度 令和05年度 16年

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

医療（退職者医療制度該当者）および介護の両制度とも 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
に自己負担額を有する世帯 事業費 0 0 0

人件費 74 75 0

目　的 総事業費 74 75 0

被保険者の過重な自己負担の軽減を図ります。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

被保険者の支払った医療費および介護サービス費が一定 その他 0

限度額を超えていた場合、被保険者からこの申請を受け 一般財源 0

、この超えた金額を、医療と介護の世帯負担合計額にお 合　計 0

いて医療の占める割合で按分した額を支払います。 ３.活動内容

名称 高額介護合算療養費支給件数 単位 件
活

内容説明 医療費と介護サービス費が１年間の限度額を超えた件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 1 1 0指標値
1

実　績 0 0 －－－成　果（効果･予測）

被保険者の医療費の経済的負担を軽減します。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題



年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

助成対象要件を検討し、被保険者の受診機会の拡大を図ります。周知・ＰＲの方法についても引き続き検討

します。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
23479

一般会計

事務事業名 後期高齢者人間ドック助成事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 高齢者保険係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 心身の健康を維持・増進するための体制が整っている

高齢者の医療の確保に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成20年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市の後期高齢者医療制度被保険者 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 936 934 1,507

人件費 745 751 751

目　的 総事業費 1,681 1,685 2,258

大和市の後期高齢者医療被保険者の健康の増進を図りま 6年度事業費（予算額）財源内訳
す。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

市内４か所の医療機関と連携し、人間ドック検査料の半 その他 0

額相当を助成します。 一般財源 1,507
合　計 1,507

３.活動内容

名称 受診件数　 単位 件数
活

内容説明 人間ドックの受診件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 87 73 59指標値
1

実　績 37 37 －－－成　果（効果･予測）

被保険者の健康の保持増進が図られます。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

検査機器等の発展に伴い委託医療機関で行う検査方法の 標 予　定指標値
変更等による対応が必要となります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該



5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅲ：廃止または終了

令和５年度末で、経過措置を含め、退職者医療制度は終了となりました。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
41674

特別会計

事務事業名 その他共同事業拠出事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和58年度 令和05年度 41年

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

国民健康保険団体連合会 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 1 1 0

人件費 1,117 1,127 751

目　的 総事業費 1,118 1,128 751

年金受給者リストの作成に係る事務の円滑な推進を図り 6年度事業費（予算額）財源内訳
ます。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

国民健康保険団体連合会より送付される請求に基づき、 その他 0

拠出金を支払います。 一般財源 0
合　計 0

３.活動内容

名称 制度切替件数 単位 件
活

内容説明 一般から退職への切替件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 3 2 0指標値
1

実　績 2 0 －－－成　果（効果･予測）

退職者医療制度の適正化が図られます。 名称 単位
本市財政負担軽減の一助となります。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

特段課題はありません（令和５年度末で、経過措置を含 標 予　定指標値
め、退職者医療制度は終了となりました）。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度



題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

県内全体の保険給付費等の伸びに応じた納付金額の変動 標 予　定指標値
を注視する必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

納付金事務について円滑に遂行できました。今後とも円滑に遂行できるよう継続して取り組んでまいります

。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
41677

特別会計

事務事業名 一般被保険者医療給付費分納付事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成30年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

神奈川県 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 4,393,751 4,644,241 4,500,018

人件費 1,117 1,127 751

目　的 総事業費 4,394,868 4,645,368 4,500,769

国民健康保険事業納付金（被保険者医療給付費分）に係 6年度事業費（予算額）財源内訳
る事務の円滑な運用を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

神奈川県より送付される請求に基づき、納付金を支払ま その他 0

す。 一般財源 4,500,018
合　計 4,500,018

３.活動内容

名称 国保事業費納付金額 単位 千円
活

内容説明 神奈川県への一般被保険者に係る医療給付費の納付金額動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 4,393,751 4,591,265 4,500,018指標値
1

実　績 4,393,750 4,644,241 －－－成　果（効果･予測）

納付金の支払いが円滑に行われます。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　



称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅲ：廃止または終了

令和５年度末で、経過措置を含め、退職者医療制度は終了となりました。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
41679

特別会計

事務事業名 退職被保険者等医療給付費分納付事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成30年度 令和05年度 6年

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

神奈川県 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 1 1,040 0

人件費 1,117 1,127 0

目　的 総事業費 1,118 2,167 0

国民健康保険事業納付金（退職被保険者等医療給付費分 6年度事業費（予算額）財源内訳
）に係る事務の円滑な運用を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

神奈川県より送付される請求に基づき、納付金を支払ま その他 0

す。 一般財源 0
合　計 0

３.活動内容

名称 国保事業費納付金額 単位 千円
活

内容説明 神奈川県への退職被保険者に係る医療給付費の納付金額動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 1 1,040 0指標値
1

実　績 1 1,039 －－－成　果（効果･予測）

納付金の支払いが円滑に行われます。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

特段課題はありません。（令和５年度末で、経過措置を 標 予　定指標値
含め、退職者医療制度は終了となりました）。 3

実　績 －－－

名



称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

県内全体の保険給付費等の伸びに応じた納付金額の変動 標 予　定指標値
を注視する必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

納付金事務について円滑に遂行できました。今後とも円滑に遂行できるよう継続して取り組んでまいります

。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
41681

特別会計

事務事業名 一般被保険者後期高齢者支援金等分納付事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成30年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

神奈川県 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 1,541,136 1,688,017 1,652,025

人件費 1,117 1,127 751

目　的 総事業費 1,542,253 1,689,144 1,652,776

国民健康保険事業納付金（被保険者後期高齢者支援金等 6年度事業費（予算額）財源内訳
分）に係る事務の円滑な運用を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

神奈川県より送付される請求に基づき、納付金を支払ま その他 0

す。 一般財源 1,652,025
合　計 1,652,025

３.活動内容

名称 国保事業費納付金額 単位 千円
活

内容説明 神奈川県への一般被保険者に係る後期高齢者支援金の納付金額動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 1,541,137 1,726,697 1,652,025指標値
1

実　績 1,541,136 1,688,017 －－－成　果（効果･予測）

納付金の支払いが円滑に行われます。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名



称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅲ：廃止または終了

令和５年度末で、経過措置を含め、退職者医療制度は終了となりました。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
41683

特別会計

事務事業名 退職被保険者等後期高齢者支援金等分納付事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成30年度 令和05年度 6年

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

神奈川県 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 1 1 0

人件費 1,117 1,127 0

目　的 総事業費 1,118 1,128 0

国民健康保険事業納付金（退職被保険者等後期高齢者支 6年度事業費（予算額）財源内訳
援金等分）に係る事務の円滑な運用を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

神奈川県より送付される請求に基づき、納付金を支払い その他 0

ます。 一般財源 0
合　計 0

３.活動内容

名称 国保事業費納付金額 単位 千円
活

内容説明 神奈川県への退職被保険者に係る後期高齢者支援金の納付金額動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 1 1 0指標値
1

実　績 1 1 －－－成　果（効果･予測）

納付金の支払いが円滑に行われます。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

特段課題はありません。（令和５年度末で、経過措置を 標 予　定指標値
含め、退職者医療制度は終了となりました）。 3

実　績 －－－

名



標 予　定指標値
を注視する必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

納付金事務について円滑に遂行できました。今後とも円滑に遂行できるよう継続して取り組んでまいります

。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
41685

特別会計

事務事業名 介護納付金分納付事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成30年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

神奈川県 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 653,442 642,206 607,206

人件費 1,117 1,127 751

目　的 総事業費 654,559 643,333 607,957

国民健康保険事業納付金（介護納付金分）に係る事務の 6年度事業費（予算額）財源内訳
円滑な運用を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

神奈川県より送付される請求に基づき、納付金を支払い その他 0

ます。 一般財源 607,206
合　計 607,206

３.活動内容

名称 国保事業費納付金額 単位 千円
活

内容説明 神奈川県への介護納付金に係る納付金額動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 653,443 656,504 607,206指標値
1

実　績 653,442 642,206 －－－成　果（効果･予測）

納付金の支払いが円滑に行われます。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

県内全体の保険給付費等の伸びに応じた納付金額の変動



－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

令和5年5月7日までにコロナによる感染症状（疑いも含む）がある方の支給申請について、事業を継続しま

す。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
44627

特別会計

事務事業名 傷病手当金支給事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 いつでも必要な医療が受けられる

めざす成果 いざというときに診療を受けられる

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

令和02年度 令和07年度 6年

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

新型コロナウイルス感染症に感染もしくは感染が疑われ 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
労務に就くことができなかった大和市の国民健康保険被 事業費 2,124 513 500

保険者 人件費 74 75 75

目　的 総事業費 2,198 588 575

国民健康保険条例に基づき傷病手当金を支給します。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 500

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

新型コロナウイルス感染症に感染もしくは感染が疑われ その他 0

労務に就くことができなかった被保険者に傷病手当金を 一般財源 0

支給します。 合　計 500

３.活動内容

名称 支給件数 単位 件
活

内容説明 傷病手当金の支給件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 33 25 5指標値
1

実　績 59 15 －－－成　果（効果･予測）

被保険者に傷病手当金を支給することで休業しやすい環 名称 単位
境を整え同感染症の拡大防止を図ります。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

特段課題はありません。 標 予　定指標値
3

実　績 －



標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

普通交付金、特別調整交付金等の交付申請作業及び県が国に負担金を申請するための積算作業を円滑に遂行

できました。今後とも円滑に遂行できるよう継続して取り組んでまいります。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
44736

特別会計

事務事業名 保険給付費等交付金申請事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 保険年金課 保険給付係 堤　健

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

国民健康保険法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

神奈川県 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 0 0 0

人件費 5,585 5,633 5,633

目　的 総事業費 5,585 5,633 5,633

県交付金申請に係る事務の円滑な運用を図ります。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

保険給付費の支給等に要した費用等を算出し、県に交付 その他 0

金を申請します。 一般財源 0
合　計 0

３.活動内容

名称 県交付金交付決定額 単位 千円
活

内容説明 普通交付金、特別調整交付金の交付額動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 14,731,835 14,869,968 14,245,325指標値
1

実　績 14,372,226 14,277,189 －－－成　果（効果･予測）

県交付金の申請が円滑に行われます。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

特段課題はありません。 標 予　定指標値
3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指


